
質問 1「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品への投資をヘッジ対

象とした公正価値ヘッジのノンリサイクリング処理」 

 

公開草案の処理によれば、資本性金融商品の公正価値ヘッジについては、ヘッジ手段のデ

リバティブとヘッジ対象である資本性金融商品のヘッジ開始時からの公正価値の変動を、

両方とも当期の損益に計上する処理は認められないように読める。 

日本基準の場合、その他有価証券に計上している株式をデリバティブでヘッジする場合に

は、会社法上の処分可能利益の計算の制約等から、実務上は、時価ヘッジ会計を適用し、

ヘッジ対象の株式とヘッジ手段のデリバティブのヘッジ開始後の公正価値の変動を当期の

損益に計上する処理を用いている場合が多いと思われる。有価証券報告書を見ても、その

他有価証券のヘッジには時価ヘッジ会計を用いている例が多いように見受けられる。 

しかし、JMIS について今回の公開草案のような修正をした場合、連結財務諸表は JMIS、単

体財務諸表は日本基準を採用する企業だと、連結財務諸表では繰延ヘッジ的な会計処理を

行い、単体財務諸表では時価ヘッジ会計を適用することになり、連単の処理が別れてしま

うのではという点が懸念される。 

株式を売買目的にすれば解決するのではとの意見もあるかもしれないが、それではある特

定の期間の公正価値の変動についてのみヘッジする場合には対応できない。また、銀行の

ように、そもそも株式を売買目的で保有できない業種もある。資本性金融商品の公正価値

ヘッジについて、リサイクリングの考え方は維持しつつ、ヘッジ手段とヘッジ対象の公正

価値の変動を当期の損益に認識する処理も選択肢として認めてはどうか？ 
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